
4 総事業費 632,489 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 補助 事業類型 Ⅲ 整備事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 1154 阿波地区簡易水道整備事業（国補）
会計 04 簡易水道事業特別会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 01 簡易水道費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

21 安全でおいしい水道水を安定供給する
項 01 簡易水道整備事業費 目標 ― 目標

目 01 簡易水道改良事業費 実績 実績

施　策 4 水道施設整備の充実
細目 101 簡易水道改良事業 目標 ― 目標

細々目 03 阿波地区簡易水道整備事業（国補） 実績 実績

基本計画該当頁 106 行革大綱の重点事項番号 目標 ― 目標

担当部課
コード 340300 評価者

氏　名
西山　治良 連絡先

24 - 0002 実績 実績

名称 水道部　施設課 (内線) 14

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H16 H17 H18 H19

阿波地区の簡易水道加入者
水道水が安定供給される。

安定給水のための工事の進捗率
老朽化した浄水施設及び配管を更新し適正な維
持管理を行うため、当初３ヵ年で計画実施

％
目標 30 目標 60

93 100
実績 29 実績 57
目標 目標

実績 実績

（※対象件数 ３８９戸１３５３人 ）
根拠法令・要綱等 水道法、水道法施行令、水道法施行規則、国庫補助金交付要綱

開始年度 平成 16 年度
関連事業

評価
終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 19 年度
近年の取水状況が治山事業等の工事により降雨時には高濁
度となり、緩速ろ過施設では対応が困難なため、浄水施設の
更新を行い、安全でおいしい水の供給を行う。
浄水施設棟　176㎡、膜ろ過施設　１式、配水管φ50-150ｍ
ｍ、調査費　１式、事務費　１式

状
況
変
化
等

浄水施設及び給配水管の更新により、安全でおいしい水
を安定供給できる。

評価項目

必要性

ポイント

4

評価項目についてのコメント
安定した給水の確保と安全でおいしい水を供給するためには、基幹施設（浄水施設、配水施設）の更新は早期に完了す
る必要性が高い。

有効性 4
安定した給水の確保と安全でおいしい水を供給することと、公衆衛生の寄与と生活環境の向上に資する。

達成度 3
今年度の配水管整備において、鋳鉄管メーカーより管材の入荷が遅れ予定通りの事業を実施できず一部繰り越したた
め。

効率性 4
老朽管路の更新により、管路の破裂による修繕を解消し、断水等の事故を防ぐことによりコスト縮減が図れた。
価格設定については、厚生省主管水道施設整備費国庫補助事業に係る歩掛表及び三重県県土整備部監修の歩掛表に
基づき適正に処理している。

整

1

備内容

建設用地 阿波地区
浄水場用地1,280㎡

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積） 浄水施設　膜ろ過棟　RC平屋

建A=176.0㎡

3 規模・構造 配水管　φ150mm他　L=8,792
ｍ

2 配置（予定）人員 人 総合評価

A

事業の方向性

現状維持

改善についての取り組み

3
4
年間運営費
市内の類似施設

千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度 16 17 18 19

事
業
内
容

平成１７年度 決算内容 平成１８年度 決算内容 平成１９年度 計画内容 平成２０年度 計画内容 平成２１年度 計画内容 平成２２年度 計画内容

委託

事 業 内 容
　

数量 単位 金  額
(千円)

事 業 内 容
　

数量 単位 金  額
(千円)

事 業 内 容
　

数量 単位 金  額
(千円)

事 業 内 容
　

数量 単位 金  額
(千円)

事 業 内 容
　

数量 単位 金  額
(千円)

事 業 内 容 数量 単位 金  額
(千円)

配水池 1 式 33,710 浄水施設棟 176 ㎡ 47,312 浄水場改良 1 式 18,000
配水管φ150-50 5 ｋｍ 117,314 膜ろ過施設 1 式 121,361 配水管φ75 308 ｍ 6,600

工事
路面復旧 1 式 20,470 配水管φ150-50 2 ｋｍ 58,190 舗装復旧 1 式 16,350
調査費 1 式 7,058 調査費 1 式 2,940 事務費 1 式 688
事務費 1 式 104 事務費 1 式 1,356

進捗率
(％)

29 57 93 100
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 178,656 事業費計(A) 　 Σ 231,159 事業費計(A) 　 Σ 41,638 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0

事業投入人員 人件費（Ｂ） 1.5 人 10,800 人件費（Ｂ） 1.5 人 10,800 人件費（Ｂ） 1.5 人 10,800 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 人 0

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 189,456 241,959 52,438 0 0 0

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 178,656 231,159 41,638 0 0 0

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金 44,664 77,053 13,879
県 支 出 金
地   方   債 133,900 154,100 27,700
受益者負担
そ   の   他 92 6 59
一 般 財 源 0 0 0 0 0 0
計 178,656 231,159 41,638 0 0 0

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

生活基盤近代化事業　補助率１/３
地方債（補助以外）２/３
10万円未満をその他（一般会計）

生活基盤近代化事業　補助率１/３
地方債（補助以外）２/３
10万円未満をその他（一般会計）

生活基盤近代化事業　補助率１/３
地方債（補助以外）２/３
10万円未満をその他（一般会計）

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


	阿波地区

